
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 53,302,789,075   固定負債 8,769,161,871

    有形固定資産 50,001,451,167     地方債等 7,703,726,086

      事業用資産 15,020,546,714     長期未払金 -

        土地 4,868,554,896     退職手当引当金 688,331,603

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 377,104,182

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,194,470,847

        建物 16,801,896,068     １年内償還予定地方債等 1,088,902,281

        建物減価償却累計額 -10,242,053,740     未払金 10,714,513

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 7,481,061,496     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -4,006,678,006     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 90,073,696

        船舶 -     預り金 14,602

        船舶減価償却累計額 -     その他 4,765,755

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 9,963,632,718

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 54,724,902,306

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -8,061,550,002

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 124,696

        その他減価償却累計額 -124,696

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 117,766,000

      インフラ資産 34,782,491,538

        土地 695,569,966

        土地減損損失累計額 -

        建物 566,464,087

        建物減価償却累計額 -291,604,295

        建物減損損失累計額 -

        工作物 104,785,455,343

        工作物減価償却累計額 -70,981,511,295

        工作物減損損失累計額 -

        その他 9,250,925

        その他減価償却累計額 -1,133,193

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 1,324,050,232

      物品減価償却累計額 -1,125,637,317

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 13,055,249

      ソフトウェア 12,815,249

      その他 240,000

    投資その他の資産 3,288,282,659

      投資及び出資金 127,390,101

        有価証券 -

        出資金 127,390,101

        その他 -

      長期延滞債権 29,536,370

      長期貸付金 18,761,000

      基金 2,948,625,916

        減債基金 -

        その他 2,948,625,916

      その他 166,482,564

      徴収不能引当金 -2,513,292

  流動資産 3,324,195,947

    現金預金 1,790,405,352

    未収金 74,285,525

    短期貸付金 400,000

    基金 1,421,713,231

      財政調整基金 1,413,739,173

      減債基金 7,974,058

    棚卸資産 27,611,470

    その他 11,892,000

    徴収不能引当金 -2,111,631

  繰延資産 - 純資産合計 46,663,352,304

資産合計 56,626,985,022 負債及び純資産合計 56,626,985,022

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 706,757

    その他 -

純行政コスト 12,049,954,625

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,209,156

  臨時利益 706,757

  臨時損失 12,209,156

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 11,000,000

    使用料及び手数料 431,557,640

    その他 217,961,846

純経常行政コスト 12,038,452,226

      社会保障給付 2,057,263,519

      その他 44,244,751

  経常収益 649,519,486

        その他 59,243,629

    移転費用 4,739,037,157

      補助金等 2,637,528,887

      その他の業務費用 118,453,133

        支払利息 59,251,912

        徴収不能引当金繰入額 -42,408

        維持補修費 946,387,890

        減価償却費 2,820,450,730

        その他 32,943,034

        その他 130,116,581

      物件費等 6,502,020,278

        物件費 2,702,238,624

        職員給与費 1,109,458,001

        賞与等引当金繰入額 87,293,159

        退職手当引当金繰入額 1,593,403

  経常費用 12,687,971,712

    業務費用 7,948,934,555

      人件費 1,328,461,144

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 48,179,042,874 57,280,102,360 -9,101,059,486 -

  純行政コスト（△） -12,049,954,625 -12,049,954,625 -

  財源 10,171,798,346 10,171,798,346 -

    税収等 6,822,202,522 6,822,202,522 -

    国県等補助金 3,349,595,824 3,349,595,824 -

  本年度差額 -1,878,156,279 -1,878,156,279 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,911,905,751 2,911,905,751

    有形固定資産等の増加 1,025,571,542 -1,020,137,725

    有形固定資産等の減少 -3,308,805,726 3,308,805,726

    貸付金・基金等の増加 1,143,750,481 -1,149,184,298

    貸付金・基金等の減少 -1,772,422,048 1,772,422,048

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 356,688,659 356,688,659

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -3,497 17,038 -20,535 -

  その他 5,780,547 - 5,780,547

  本年度純資産変動額 -1,515,690,570 -2,555,200,054 1,039,509,484 -

本年度末純資産残高 46,663,352,304 54,724,902,306 -8,061,550,002 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 14,780

本年度歳計外現金増減額 -178

本年度末歳計外現金残高 14,602

本年度末現金預金残高 1,790,405,352

財務活動収支 -237,601,765

本年度資金収支額 518,800,652

前年度末資金残高 1,271,587,757

比例連結割合変更に伴う差額 2,341

本年度末資金残高 1,790,390,750

    地方債等償還支出 1,079,758,895

    その他の支出 218,870

  財務活動収入 842,376,000

    地方債等発行収入 842,376,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 3,953,707

    その他の収入 1,500,000

投資活動収支 533,597,863

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,079,977,765

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,936,245,139

    国県等補助金収入 761,062,963

    基金取崩収入 1,153,161,549

    貸付金元金回収収入 16,566,920

  投資活動支出 1,402,647,276

    公共施設等整備費支出 1,005,490,478

    基金積立金支出 390,686,798

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 6,470,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 1,209,156

  臨時収入 -

業務活動収支 222,804,554

【投資活動収支】

    税収等収入 6,822,233,173

    国県等補助金収入 2,628,934,824

    使用料及び手数料収入 442,471,216

    その他の収入 201,452,660

  臨時支出 1,209,156

    移転費用支出 4,739,362,157

      補助金等支出 2,637,528,887

      社会保障給付支出 2,057,263,519

      その他の支出 44,569,751

  業務収入 10,095,091,873

    業務費用支出 5,131,716,006

      人件費支出 1,313,300,255

      物件費等支出 3,703,575,118

      支払利息支出 59,251,911

      その他の支出 55,588,722

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 9,871,078,163



連結会計

(１)資産項目の明細

①有形固定資産の明細 嬬恋村令和5年度 （単位：円)

本年度末残高 本年度末 差引本年度末残高
区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 （Ａ）＋（Ｂ）－（C） 減価償却累計額 本年度償却額 （D）－（E）

（Ａ） （B） （C） （D） （E） （F） （G）
事業用資産 27,794,544,851 377,221,028 0 28,171,765,879 13,552,473,843 636,963,827 14,619,292,036
土地（事業用） 4,868,554,896 0 0 4,868,554,896 0 0 4,868,554,896
立木竹 0 0 0 0 0 0 0
建物（事業用） 16,659,709,334 142,186,734 0 16,801,896,068 10,242,053,740 367,425,068 6,559,842,328
工作物（事業用） 7,351,178,502 129,882,994 0 7,481,061,496 4,006,678,006 290,964,947 3,474,383,490
船舶 0 0 0 0 0 0 0
浮標等 0 0 0 0 0 0 0
航空機 0 0 0 0 0 0 0
その他（事業用） 124,696 0 0 124,696 124,696 0 0
建設仮勘定（事業用） 11,000,000 106,766,000 0 117,766,000 0 0 117,766,000
インフラ資産 105,482,279,075 611,113,676 36,652,430 106,056,740,321 71,274,248,783 2,101,390,396 34,782,491,538
土地（インフラ用） 691,143,780 4,426,186 0 695,569,966 0 0 695,569,966
建物（インフラ用） 547,464,087 30,000,000 11,000,000 566,464,087 291,604,295 10,669,795 274,859,792
工作物（インフラ用） 104,226,058,373 568,629,400 9,232,430 104,785,455,343 70,981,511,295 2,090,720,601 33,803,944,048
その他（インフラ用） 1,192,835 8,058,090 0 9,250,925 1,133,193 0 8,117,732
建設仮勘定（インフラ用） 16,420,000 0 16,420,000 0 0 0 0
物品 1,278,658,594 43,334,138 10,846,250 1,311,146,482 1,121,103,567 59,573,998 198,412,915

合計 135,651,505,096 1,033,283,542 47,498,680 136,637,289,958 86,644,208,792 2,819,354,409 50,001,451,167

（単位：円)

生活インフラ・
国土保全

事業用資産 2,452,278,137 5,638,571,887 861,811,448 44,877,974 1,732,353,061 567,250,103 3,723,404,104 15,020,546,714
土地（事業用） 188,637,268 1,232,907,951 9,996,494 44,877,973 55,268,958 27,043,199 3,309,823,053 4,868,554,896
立木竹 0 0 0 0 0 0 0 0
建物（事業用） 202,187,277 4,197,799,457 686,857,207 1 947,576,419 112,678,283 412,743,684 6,559,842,327
工作物（事業用） 2,050,453,592 207,864,479 72,051,747 0 729,507,684 413,668,621 837,367 3,474,383,490
船舶 0 0 0 0 0 0 0 0
浮標等 0 0 0 0 0 0 0 0
航空機 0 0 0 0 0 0 0 0
その他（事業用） 0 0 0 0 0 0 0 0
建設仮勘定（事業用） 11,000,000 0 92,906,000 0 0 13,860,000 0 117,766,000
インフラ資産 34,469,306,955 117,252,286 0 38,877,000 3,508,200 12,073,697 141,473,400 34,782,491,538
土地（インフラ用） 573,624,289 21,242 0 0 0 0 121,924,435 695,569,966
建物（インフラ用） 255,859,792 0 0 19,000,000 0 0 0 274,859,792
工作物（インフラ用） 33,631,705,142 117,231,044 0 19,877,000 3,508,200 12,073,697 19,548,965 33,803,944,048
その他（インフラ用） 8,117,732 0 0 0 0 0 0 8,117,732
建設仮勘定（インフラ用） 0 0 0 0 0 0 0 0
物品 39,459,792 20,003,393 56,565,711 2,882,612 5,331,407 53,472,562 20,697,438 198,412,915

合計 36,961,044,884 5,775,827,566 918,377,159 86,637,586 1,741,192,668 632,796,362 3,885,574,942 50,001,451,167

産業振興 消防 総務 合計

（連結会計）貸借対照表の内容に関する明細

②有形固定資産の行政目的別明細
区分 教育 福祉 環境衛生



連結会計財務書類に係る注記 
 
１．追加情報 
（１）連結対象団体（会計） 
団体（会計）名 連結の方法 比例連結割合 
吾妻広域市町村圏振興整備組合 比例連結 財務書類未提出 
吾妻環境施設組合 比例連結 財務書類未提出 
西吾妻環境衛生施設組合 比例連結 財務書類未提出 
西吾妻衛生施設組合 比例連結 46.5% 

西吾妻福祉病院組合 比例連結 24.1% 
群馬県市町村総合事務組合(消防） 比例連結 2.35% 
群馬県市町村総合事務組合(自然災害） 比例連結 1.96% 
群馬県市町村総合事務組合(賞じゅつ金） 比例連結 2.94% 
群馬県市町村総合事務組合(非常勤） 比例連結 1.57% 
群馬県市町村総合事務組合(学校医） 比例連結 4.00% 
群馬県市町村総合事務組合(公平委員） 比例連結 2.18% 
群馬県後期高齢者医療広域連合 比例連結 0.65% 
群馬県市町村会館管理組合 比例連結 2.86% 
 
連結の方法は次のとおりです。 
① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 
② 地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計にお 
いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもっ 
て会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合 
があります。 

 ④ 出資割合が 25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場

合は、比例連結の対象としていない場合があります。 
 


